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１．研究の必要性・目的

激変する世界の政治・経済の中で、わが国の経済環境も大きく変化しようとしている。また

国内的諸要因も日本の産業構造に大きな変化をもたらそうとしていると考えられる。このよう

な状況のもとでわが国の産業の動向について、歴史的経過と将来展望を視野にいれた調査研究

を行い、異なった分野からそれぞれの分析を行おうとするものである。

２．共同研究の進捗状況の総括（中間報告）

現在、各研究員は、我が国の産業経済の動向に関して、それぞれの専門分野に基づいた問題

点を浮き彫りにすべ〈研究中である。そのためには資料収集が重要であるが、必要と思われる

資料について幾分かのものが収集せられているが、今後も引き続き蓄積していく必要がある。

別に、各人の中間報告があるが、共同研究の総括にあたって、それぞれの中間報告から見て

おこう。

西岡研究員は、共同研究内の分担するテーマとして、経済成長と産業構造の変化の関係に研

究の中心を絞ろうとしている。経済成長と産業構造の変化は相互に関係しており、長期的には

経済成長は外生変数の変化に重大な影響を受ける。我が国が現在直面する諸問題は、この外生

変数に影響を与える。すなわち、我が国の人口成長率の変化や高齢化による人口構成の変化、

また、労働時間短縮問題などは、労働力の成長率や貯蓄率を変化させるであろう。資源・環境

問題も加えて、経済成長率の制約条件となる。技術進歩率が十分でなければ、これらの諸問題

は長期成長率を低下させるようである。それらのことによる産業経済への影響は如何なるもの

であるか。成長率の変化は産業構造にどのような影響を与えるであろうか。以上のような点に

注目している。

斉藤研究員は、フランスを中心に発展したレギュラシオン・アプローチを用いて、日本の産

業経済の発展を分析しようとする。現在は分析のための方法論の基礎がための段階にある。研

究の視野には、日本企業の雇用・賃金・労働編成、産業編成における国家の役割、企業・集団

系列・地域との結びつき等の企業間編成、金融資本と産業資本の産業編成に与える影響が捉ら

えられている。そうして、日本の産業経済には、国家の独自の介入様式、企業間の独自の合意

や協定、資本と労働の独自な妥協と合意などが存在し、それに着目して日本経済の特質を検出

する手がかりが得られると考える。

衣笠研究員は、わが国の経済にますます重要になってくると思われるアジア・太平洋地域の
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国々との関係について研究中である。オーストラリア留学中に調査研究を行って論文「オース

トラリアの産業構造について」をまとめあげた。

要旨はつぎのようである。「彼の国と我が国の関係はすでに20年以前から関係が強く、１０年

ほど以前からは日本との経済的交流が中心的存在となっており、海外からの投資の３割までが

日本からの投資である。特に、最近力をいれている観光産業に至っては日本からの投資は７割

を占めている。しかしながら、オーストラリア経済は第１次産業が比較優位産業であり、その

他の産業は生産性がそれほど高くなく、今後の産業発展の免での多くの問題を抱えている。ア

ジア・太平洋経済圏に積極的に参画して行くと共に、今後、リーディング産業の養成が必要不

可欠である」とする。

氏の論文は、日本との関係が深いにもかかわらず、あまり研究がなされていないオーストラ

リアについて分析がなされており興味深い。共同研究の第１段階としての報告であり、今後、

オイルショック以降の日本の産業経済の変遷、海外と日本の産業経済との関わり等の研究がな

される。

戸谷研究員は、日本の税制の産業経済に与える影響を分析しようとする。とりわけ'989年に

導入された消費税は、導入前には多くの議論がなされたが、導入後の分析があまりなされてい

ない。そこで、消費税の導入が、その後の産業経済にいかなる影響を与えたかということにつ

いて注目する。特に、簡易課税制度と限界控除制度は大部分の事業者に手厚い保護を与え、消

費者が割を食う結果となっている。そこで、税制の産業経済に与える影響について、さしあたっ

て、消費税導入後の物価への影響について分析を進めているところである。

今次中間報告で、研究テーマに関連した一成果である衣笠氏の論文を提出した。しかし、わ

れわれの研究テーマの領域は広大であり、各自の専門領域でそれぞれの分担研究のテーマを選

定し、全体として統合するのに時間が必要である。現在いくらかの分析結果がでているものの、

本報告では、各自の研究テーマを絞り、問題点を浮き彫りにし、方法論的な基礎固めを行うこ

とが中心となっていることを報告するにとどまる。

今後、われわれの分担研究のテーマ以外で、本共同研究に必要と思われる分野の分担研究員

の参加要請も考えている。西岡教明（経済学部）

分担研究報告

マクロ経済理論からみたわが国の産業構造の変化

西岡敦明

1．経済成長と産業構造の変化の相互関係の解明と将来の産業けいざいの変化の分析

２．中間報告

景気変動の諸局面が影響する度合は､産業によってそれぞれ異なっているであろう。したがっ

て、景気の諸局面でとられる経済諸政策も諸産業にそれぞれの影響を与える。
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より長期的に考え､経済の成長過程が産業構造の変化を引き起こすことはよく知られている。

ペテイ＝クラークの法則によれば、経済発展にともなって第１次産業のウエイトが減少し、第

２次、第３次産業のウエイトが高まる。特に第３次産業のウエイトが大きくなる。このことは、

戦後の日本経済の歩みの中でも明確にみられる（表－１）。

このように、経済成長が産業構造の変化に重要な影響をもたらすと同時に、逆に産業構造そ

のものが経済成長に大きな影響を及ぼす。産業構造の高度化を進められない国々では、低成長

どころか、経済的困難が持続しがちであり、離陸できないでいる。

まず、簡単に経済成長の理論について述べておこう。生産量は資本量、労働量、生産技術に

依存する．一国の産出量をマクロ生産関数を用いて次のように示す。

(1)Ｙ＝Ｆ（Ｋ，Ｌ，Ｔ）

ここで、Ｙは産出量、Ｋは資本量、Ｌは労働量、Ｔは生産技術の水準である。

(1)式を成長率表示に書き換えると、

(2)△Ｙ／Ｙ＝ｆ（△Ｋ／Ｋ，△Ｌ／Ｌ，△Ｔ／Ｔ）

である。すなわち、一国の経済成長は、資本蓄積率、労働人口増加率、技術進歩率に依存する

ことを表す。経済成長理論では資本蓄積は内生的に決定されるが、労働人口成長率、技術進歩

率は外生変数として取り扱われることが多い。

表－１産業構造の変化

△２８△２６３．５５．３ 3.5△２．９２．９第１次産業
↓↓↓ノ

△２．８△２．６

↓↓1．１(％）

100
４

侭 ←第２次産業
8０

,…Ｉ
6０

4０

←第３次産業

2０

０

1111126(ｲ１２度）３１(ｲ|;）３６４１４６５１

(注）・塵業別[Kllﾉﾘ総生騰の構成比、但し第１次産業：農林水産業

第２次産業：鉱業、製造業、建設業、第３次産業：その他

・３１年-61年はＳＮＡベース、２６年は|Ｈ国民所得ベース。

出所：竹内克伸iWiir年衣でみる日本経済の足ど})』財経詳報社1988年６１１

5６６１
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いま、固定係数の生産関数が考えられているが、単純で基本的な、周知のドーマーの成長論

を簡単に示しておこう。

ドーマーは投資の需要側面と供給側面の二重性に注目し、均衡成長のための投資の成長率を

導出する。すなわち、

△Ｙ＝（１／ｓ）△Ｉ

△Ｏ＝AＩ

投資の需要側面：

投資の供給側面：

この二式より、均衡成長に必要な投資の成長率

（３）△Ｉ／Ｉ＝ｓ入 （＝△Ｙ／Ｙ）

が導かれる。ここで、△Ｙは需要増加、△Ｏは生産能力増加、Ｉは投資、ｓは限界貯蓄性向、

入は投資の生産性である。ｓとﾉ(はパラメーターであり、投資の成長率が(3)式から外れること

により経済変動が生じることになる。また、そこでは労働力と資源などは資本量に応じて十分

存在していることが前提であＩ)、労働力や資源などが十分でなく制約があるときには、投資の

生産性入について検討を加えることが必要となる。すなわち、労働力や資源などに制約がある

ときは投資の生産性入の値が小さくなり均衡成長率が低下する。

戦後の日本経済は、高い貯蓄率に支えられ投資主導型の成長や輸出主導型の成長のもとに、

景気変動を繰り返しながらも概ねlllH調に発展してきた。それに応じて産業構造も変化発展して

きたことは明らかである。しかしながら、1973年のオイルショックや地球規模での資源・環境

問題、諸外国との経済摩擦、わが国の人口構成における高齢化問題など、経済成長論における

外生的要因による諸問題が、経済成長への制約となり、産業経済への重要な検討課題として登

場してきている。今後、これらの諸問題がわが国の産業経済に与える影響とその対策について

の分析がなされるべきであるが、ここでは、重要と思われるいくつかの点について整理するに

とどめる。

．Aの低下

すでに述べたように、資源・環境問題は省エネルギー・代棒エネルギーの開発や技術革新に

よってその制約が克服されない限り八の低下を招き成長の制約となると同時に、諸産業に異

なった影響を与える結果、産業構造の変化に重大な影響を与えることは自明のことである。

また、わが国において、かつて経済の好況時に労働力不足がしばしば言われた。しかしなが

ら、それは高成長期の一時的なものであった。人口成長率の低下による労働人口の成長鈍化、

人口の年令構成の高齢化（1991年６月厚生省人口問題研究所は2020年の65才以上人口は総人口

のほぼ25％以上と現在の約２倍と推計している）による労働力率の低下は長期的に経済成長率

の制約となる。

さらに、労働時間短縮（現年間平均労働時間2100時間余りから1800時間への約15％の削減）

も労働力量の成長率を低下させる。省力化技術進歩がない限り、これらのことは長期均衡成長

率を低下させる。
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．ｓの低下

貯蓄率の低下も長期均衡成長率を低下させる｡高齢者はフロー所得が少なく貯蓄性向は低い。

また、消費関数論のライフ・サイクル仮説などからでも考えられるように、高齢化にともなっ

て高齢者割合が多くなれば、資産のフロー化による負の貯蓄は社会の貯蓄性向を引き下げる。

また、労働時間短縮は余暇の増加にともない消費が増加すると考えられる。さらに、労働生

産性の上昇を伴わない時間短縮は賃金所得を低下させ、貯蓄率を引き下げる。そのとき賃金所

得を低下させないためには賃金分配率を高めなければならない。このことも貯蓄率を引き下げ

る方向に作用するであろう。生産'性を高める技術進歩がなければ、ｓの低下は防げない。

以上のことから、高い技術進歩率がなければ、成長率は種々の制約を受け低下せざるを得な

くなる。成長率鈍化と技術進歩率格差は、産業構造や産業内の企業規模の構成を変化させるこ

とになろう。産業間や企業間の年齢別、’性別などによる労働力の再配分も生じるであろう。ま

た国際間の競争や摩擦によっても産業構造が影響を受けることは明白である。

参考文献

(1)館龍一郎箸、『日本の経済』東京大学出版会、1991年12月

(2)拙稿、「経済成長｣、豊倉三子雄編、「経済原論入門」第７章、中央経済社、1989年11月

消費税が産業経済に与えた影響

戸谷裕之（経済学部）

１．研究の必要性および目的

戦後税制の抜本的改革として、1989年４月１日、わが国に消費税が導入された。シヤウプ勧

告以来40年間に渡って一貫してきた所得税中心のわが国租税構造は、これを契機に大きく変わ

ろうとしている。消費税が産業経済に与える研究は、導入前にシミュレーション分析として多

く行われてきた。しかしながら、消費税が今後わが国の税体系において重要な位置を占め続け

る以上、それが実際に社会に与えた影響を辿ることもまた重要である。

２．中間報告

消費税は、導入にあたって多くの政治的妥協を認めたことから、様々の問題を抱えていた。

たとえば、帳簿方式の採用、内税と外税の共存、非課税取引の範囲や免税事業者の規模につい

ての問題は、今なおくすぶり続けている。しかしながら、わが国消費税において特に深刻な問

題は、簡易課税制度と限界控除制度であろう。中小企業者に対する配慮として認められたこれ

らの制度は、世界でも類を見ないほどの大規模なものであるため、ほとんどすべての企業が利

用できるものとなっている。そのため、益税問題と呼ばれる消費者の負担した税が国庫に入ら

ず、事業者の手元に残るという現象が生じた。
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そもそも消費税が導入された背景には、クロヨン問題に代表される所得税構造の行き詰まり

があった。しかし上述のように、事業者に対する手厚過ぎる保護の結果、またしても割を食う

のは消費者という図式ができあがったのである。本間正明大阪大学教授は「導入を容易にする

ために､最終的な税の負担者である消費者に十分に配慮せずにひたすら事業者におもねった「日

本的墜落型」消費税を導入したことの罪は重い」と痛烈に批判した。その後1991年１０月より改

正されることになる。

本研究は、導入から改正に渡って消費税が経済社会に与えた影響を分析することである。な

かでも物価に及ぼした影響と簡易課税制度の分析に力点が置かれている。図は1989年の物価上

昇率を示しているが、消費税が導入された４月以降、消費者物価指数・卸売物価指数ともにｌ

～２％ポイント程度上昇している（個別の商品・項目別の価格動向については今後の研究に譲

りたい)。

また簡易課税制度について分析した結果、導入時に平均20～30％の益税が発生していた。す

なわち簡易課税を採用した企業は、本来支払うべき額の80～70％程度しか消費税を支払ってい

ないことになる。この差額が、消費者が支払ったにもかかわらず、国庫に入ることなく企業の

収益となっている。1991年１０月の改正によって益税は全体で５％程度に縮小したが、個々の企

業においては今なお相当の格差が予想される（企業の業種別・規模別の益税割合の計測につい

ても、同じく今後の研究に譲りたい)。

消費者物価指数・卸売物価指数

５

４

0３．０

３，
ユー酉．０４０丘対
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０
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消費者物価指数十卸売物価指数

lOH 12月

(資料）日本銀行調査統計局『物価指数年鋼

総務庁統計局『物価統計月報：消費者物価指数編』
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曰本経済の賃労働関係・産業編成・金融システム

ー曰本経済システムへのレギュラシオン・アプローチー

斉藤日出治（経済学部）

１．研究の必要性および目的

本研究の目的は、第二次大戦後の先進資本主義諸国における経済成長から危機への転換を調

整様式と蓄積体制の概念によって分析したフランスのレギュラシオン・アプローチを援用し

て、日本の産業経済の動向を探ることにある。この研究を通して、日本経済および日本企業が

いかなる国際的位置を占めており、またいかなる独自性を有しているのかを明らかにし、さら

には二十一世紀における産業構造の転換の方向を探ってみたい。

２．中間報告

今年は長期研究の一年目ということで、日本経済の実態調査による立ち入った検討はできな

かったが、主として国際比較的な視点から日本の賃労働関係、産業編成、金融システムにアプ

ローチするための方法論的な基礎固めをおこなった。レギュラシオン理論によるさまざまな分

野の研究を生かして、日本の産業経済の動向にどのようにアプローチしたらよいかについての

方向性を提起したい。したがって以下に述べるのは、研究の中間報告であると同時に、今後の

研究課題でもある。

１）フォディズムと日本的経営との対比

共著『ポスト・フォーディズム』［１］では、欧米資本主義の経済成長を可能にしたフォーディ

ズムの調整様式を整理しつつ､それとの対比において日本企業の調整様式の独自性を検出した。

欧米の企業の労働編成は、構想と実行とを分離し、作業を単純化して、単能工に担わせる。こ

れに対して、日本企業の場合は、現場のブルーカラー労働者が多くの作業に従事し、生産チー

ムを編成して、生産工程の構想に能動的に参画する。もちろんそこには人事考課による能力査

定や職制の監視といった強制の要因も働いているが、いずれにしてもこのインセンテイヴが作

用して労働者の能動性を引き出し、企業の生産性向上のエネルギーが養われているところに日

本企業の国際競争力の強さの秘密があるといえよう。

レギュラシオン理論は、欧米資本主義に関して、労働編成にとどまらず、賃金制度、雇用関

係、消費様式といった労働力の再生産にかかわる賃労働関係の総体に詳細な検討を加えている

が、この視点から日本資本主義の賃労働関係の独自性を検出してみたい。

《研究課題》

（１）日本企業の労働編成

(2)日本の雇用関係

(3)日本の賃金制度（基準賃金、能力査定など）
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２）ソ連型経済システムと日本の産業編成との比較

Ｂ・シヤヴァンスは『社会主義のレギュラシオン理論』［２］および「ソ連型経済における

危機の今日的形態」［３］において、伝統的なソ連型経済システムを「国家資本主義」と規定

する。この経済システムには、賃労働制度と商品経済が存在しているからである。だが、この

両者は西側の資本主義諸国に見られるものとは著しく異なっている。ソ連型経済システムにお

いては、商品経済が独自なロジックによって編成されている。企業間の水平的な取引関係は、

部門省庁制度の垂直的なヒエラルキーによって媒介されている。この垂直的なヒエラルキーを

組織しているのは、資源や生産手段や消費手段のたえざる不足への傾向である。ヒエラルキー

の各水準の経済主体（中央当局、部門省庁、企業経営者、労働者）は、それぞれ独自な利害に

もとづいてたがいに駆け引きをしながら､みずからの目標を最大限効率よく達成しようとする。

そこから生じてくるのが、不足への傾向なのである。ヒエラルキーの各レヴェルの経済主体相

互の矛盾と対立が、固有な運動形態を生み出して、システムの再生産を可能にするのである。

日本の商品経済もたんに市場メカニズムによってのみ組織されているのではなく、国家の独

自な介入様式、企業間の独自な合意や協定、資本と賃労働の独自な妥協と合意、といったもの

によって編み上げられている。この編成のロジックに着目することによって、日本経済の特質

を検出する手がかりが得られるように思われる。

《研究課題》

(1)産業編成における国家の役割一（通産省・大蔵省の役割など）

(2)日本の企業間編成（企業集団、企業系列、本社一下請け関係、企業と地域の結びつき）

(3)産業構造の将来展望

３）貨幣・金融のレギュラシオン・アプローチと日本の金融システム

アグリエッタ／オルレアンの『貨幣の暴力』［４］および論文｢貨幣と金融のレギュラシオン・

アプローチ」［５］では、貨幣システムが「統一的システム」と「分裂化システム」の両極的

なタイプに分けられる。統一的システムは債権・債務関係の赤字をもっぱら中央銀行がファイ

ナンスするシステムであり、これに対して「分裂化システム」は債権・債務関係の赤字を私的

債務証書の発行によってファイナンスするシステムである．現実の貨幣システムは、この両極

的なタイプの混成からなる「階層化システム」である．つまり、中央銀行を最後の貸手として、

さまざまな私的銀行貨幣が階層的に序列化されることによって、債権債務関係が清算されるシ

ステムである。この階層化が安定しているときには、金融システムは生産構造を媒介する機能

を果たすことができる。だがこの階層化が動揺し、集権化と分裂化のいずれかの極に揺れると

き、通貨危機が始まる。インフレあるいはデフレの現象は、この階層化システムの動揺として、

したがって金融システムによる生産構造の媒介の機能障害としてとらえられなければならな

い。

戦後のアメリカ合衆国の金融制度は、商業銀行のインターバンク市場とノンバンクの発展に

よって特徴づけられる。これは連邦準備銀行による赤字のファイナンス（集権化傾向）に対し

て、私的債務証書の発行による赤字ファイナンス（分裂化傾向）が優位に立ったことを意味し
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ている。蓄積体制が順調に機能しているあいだは、この発展傾向は貨幣制約を緩和して、産業

資本に潤沢な投資資金を供給したが、1970年代以降、この傾向がゆきすぎると、短期金融市場

が自立して発展し、投機化の傾向を強め、生産システムを崩壊させる。

また合衆国の成長において貨幣制約を緩和した重要な要因として消費者信用制度の発達を挙

げることができる。貯蓄貸し付け組合や相互貯蓄銀行や信用組合といった預金取り扱い機関の

発展によって、住宅購入の担保貸し付けや自動車などの耐久消費財の消費者信用のシステムが

整備され、拡充された。そのことが勤労者大衆の消費購買力を引き上げ、持続的な需要の伸び

を保証したのである。だが、それはまたインフレを促進する要因ともなる。

このようなアメリカの金融制度・信用制度と対比するとき、我が国の金融制度・信用制度は

いかなる編成をとっており、それは生産構造にいかなる役割を果たし、いかなる作用を及ぼし

てきたのか。この点を軸に検討を進めていきたい。

《研究課題》

(1)銀行資本と産業資本との関連

(2)日本銀行と市中銀行の関連

(3)金融の自由化とグローバル化が日本の産業編成におよぼしたインパクト

◇研究業績

[ｌ］著書『ポストフオーデイズム』（共著、大村書店、1992年12月）

（｢第四章レギュラシオンの民主主義的創出に向かって」執筆）

[２］翻訳Ｂ・シヤヴアンス『社会主義のレギユラシオン理論』（大村書店、1992年４月）

[３］翻訳Ｂ・シャヴァンス「ソ連型経済における危機の今日的形態」（『大阪産業大学論集社

会科学編』８６号、1991年１０月）

[４］翻訳Ｍ・アグリエッタ／Ａ・オルレアン『貨幣の暴力』（共訳、法政大学出版局、1991年

９月）

[５］論文｢貨幣と金融のレギユラシオン・アプローチ」（『大阪産業大学論集社会科学編』８２号、

1991年３月）

オーストラリアの産業構造について

衣笠達夫（経済学部）

１．研究の必要性・目的

わが国の産業構造の研究を進めるさい、経済的に関係の深いアジア・太平洋地域の国々の産

業構造の研究を行うことは重要である。本分担研究は日本経済と関係が深いにもかかわらず、

研究されることの稀なオーストラリア経済について研究するものである。

＊ＴｈｉｓｐａｐｅｒｔｒｉｅｓｔｏｃｏｎｓｉｄｅｒｔｈｅｌｅａｄｉｎｇｉｎｄｕｓｔｒｙｏｆＡｕｓｔｒａｌｉａｎｅｃｏｎｏｍｉｙｉｎｆｕｔｕｒｅｌｎＡｕｓｔｒａ‐
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lia,overl6millionpeoplehavebeenenjoyingamature“richmiddle-sizedeconomy"・AsianPaci‐

ficcountrieshavenowgreatpotentｉａｌｆｏｒｒａｐｉｄｅｃｏｎｏｍｉｃｇｒｏｗｔｈＳｕｒｒｏｕｎｄｅｄｂｙｔｈｅｓｅｒａｐｉｄ

ｇｒｏｗｔｈcountries，Ａｕｓｔｒａｌｉａｈａｓｂｅｅｎａ“ｌｕｃｋｙｃｏｕｎｔｒｙ"・ＢｕｔｉｔｉｓｄｏｕｂｔｆｕｌｗｈｅｔｈｅｒｉｎｆｕｔｕｒｅＡｕ‐

straliawillstiｌｌｂｅａ“Ｉｕｃｋｙｃｏｕｎｔｒｙ''、ＴｈｅｂｅｓｔｗａｙｆｏｒＡｕｓｔｒａｌｉａｉｓｔｏｓｐｅｃｉａｌｉｚｅｉｎｔｗｏｔｙｐｅｓｏｆ

ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ：ｔｈｅ“ｈｉｇｈｔｏｕｃｈ”ｉｎｔｈｅｓｈｏｒｔｒｕｎ，ａｎｄｔｈｅ“ｈｉｇｈｔｅｃｈ，,ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓｉｎｔｈｅｍｉｄｄｌｅｔｏｌｏｎｇ

ｒｕｎ．

2．中間報告（論文）

(1)はじめに

オーストラリアは世界でも最高の個人所得を誇る国の１つであり、農鉱業資源の豊富な国で

ある。ノルウェーを除けば、石炭・天然ガス・ウラニウムの埋蔵量では世界最大規模であり、

特にウラニウムは資本主義各国の確定埋蔵量の20％を占めている。このような豊かな天然資源

の輸出を背景に、そこでは1600万人を越える人々が“成熟した中規模経済”を満喫していると

いわれている。ところでオーストラリアの周囲では第２次世界大戦後、日本・韓国・台湾・ホ

ンコン・シンガポールなどの国々が急速な経済発展をとげ､さらに他のＡＳＥＡＮ各国も現在、

経済成長を遂げつつある。これらの成長の著しい国々にとり囲まれて、オーストラリアは従来、

いわれてきた“ラッキーカントリー”でありつづけることができるのだろうか。

本稿では日本人の目から見たオーストラリアの経済構造の概観と将来について考察を加え

る。次節では、オーストラリア経済の構造を過去から現在までの流れの中においてとらえると

ともに、近隣のアジア諸国との関係においてとらえる。第３節では、オーストラリア経済の将

来を、何がリーディングインダストリーになりうるのか考察しながら検討する。特にいま脚光

を浴びている観光産業についても検討する。

(2)オーストラリア経済の特徴

２－ｌオーストラリア経済はいま？

オーストラリア経済の特徴を、通常の経済発展分析や産業構造分析の手段を通じて概括する

ことはきわめてむずかしい。日本を含む他の先進諸国のように、第１次産業を中心とした産業

構造から出発し、技術革新と都市化を通じて第２次産業へその中心が移り、さらにそれらを支

えるために第３次産業が充実していくというような産業構造の変化パターンを踏襲していな

い。日本の明治時代に遡る1890年当時、オーストラリアはすでに１人当たり所得は世界最高で

あり、貿易上では比較生産費の有利な農業・牧羊業に特化しており、３次産業の就業者比率に

おいても世界最高水準であった｡[Ⅲ

1990年代に入ってオーストラリア経済の行くえを見通すことは、これもまたきわめて困難で

ある。オーストラリア経済を日本から見て、ある人は「脱工業化社会」といい、またある人は

「北欧型福祉社会」というが､[2]これらはいずれも正しくない、“脱工業化”するほど工業化が

進んでいるわけではなく、北欧ほどＧＤＰに占める政府支出が多くはない。オーストラリアの
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経済政策もその行くえを見通すことがむずかしい。というのは開放政策をとるのか、閉鎖政策

をとるのかわかりにくいからだ。そこでまずオーストラリアにおいて周知の経済的諸特徴をみ

てみよう。エンセル（Encel（1976）ｐ､318）は次の７項目をあげている。

(1)植民地経済：建国当初から英本国が資源の供給先としてオーストラリアを設定し、自国産

業との競合を恐れて産業を育成しなかった。

(2)規制・保護等の面における政府依存型経済：民間企業は規制・保護等の面において政府依

存型であり、さらに政府系企業の存在が大きい。

(3)海外からの投資・所有の比率が大きい経済：海外からの資本投資、海外企業の進出に頼る

ところが大きい。

(4)一次産業の輸出収入に頼っている経済：唯一の国際競争力を持つ一次産業の輸出収入で外

貨を稼いでいる。

(5)高い生活水準が政治的・法律的に保護されている経済：いうまでもなく有名な労働組合の

強さを示している。

(6)中小規模の企業が多く、二次産業ではスケールメリットがいかされていない。

(7)工業や金融活動の所有とコントロールが少数の人々に集中している。

さらにこの上に次の３項目をつけ加えよう。

(8)経済発展の各段階において資源は豊富にあり、資本は海外からの投資をあてにし、いつも

労働力が不足していた経済。

(9)建国当初から第３次産業とくにサービス産業と運輸業の伸びが大きかった。

⑩アジアに位置しつつも、ヨーロッパ型の精神を持った経済。これらの諸特徴を抱えて、オー

ストラリア連邦政府は外貨バランス、物価安定、完全雇用を目標としつつ政策運営している。

しかしそれらの政策調整はうまくなされているのだろうか）またその結果、オーストラリア

経済はうまくいっているのだろうか。

過去１０年来、オーストラリアは高い失業率と実質賃金の低下に悩まされている。また経常赤

字や対外債務もきわめて高い水準にある。

この原因は第２次産業における低い生産性と、国内需要の過大に伴う貯蓄の乏しさにあると

みなされている｡[3]このため1988年当初から連邦政府は高金利政策をとるとともに、国内製造

業のリストラクチユアリングを進めてきた。しかしその効果が十分に出ないまま、1992年１月

の失業率は10％を越え（16-20才で、２３．４％)、インフレ率も20％を越えた（1992年１月ＣＰＩ

前年同期化)。その結果、犯罪の発生件数も急速に伸びている。

これが、明るい太陽のもとで休日とレジャーを楽しむ脱工業化社会」オーストラリアの裏側

である。
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表１

GDPatConstantPriceperHeadbyIndustry，1984/８５＝１００

GDPandGNEatConstantPrice（＄mnhon,averagel984/85）

TotalPrivatcExpendituletoGrossFixedCapitalatConstantPrice

（＄mnUon,avcragel984/８５）

CurrentDeficitsoftheBalanceofPayment（PercentageofGDP）

(continued）
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２－２アジアとの関係は？

オーストラリアが建国当初からイギリス連邦の一員であり、その結果、ヨーロッパ

リカ諸国との関係がきわめて大きかったことは周知の事実である。しかし２０世紀後半、

オーストラリアが建国当初からイギリス連邦の一員であり、その結果、ヨーロッパ・北アメ

リカ諸国との関係がきわめて大きかったことは周知の事実である。しかし２０世紀後半、オース

トラリアの貿易相手国は変化してきた。特に1960年代後半から70年代にかけてアジア各国の急

速な工業発展の中にあって､好むと好まざるとにかかわらず､アジアを意識せざるをえなくなっ

てきた。ところが急速な成長をつづける近隣アジア諸国にとり囲まれて、スケールメリットが

なく、競争力の劣るオーストラリアの第２次産業―特に工業一は縮少されつづけてきた。こう

して、かつてオーストラリアと英・欧・北アメリカとの貿易を構成していた一次産品輸出、加

工製品輸入といった関係を、再びアジア諸国との間でくり返している。

オーストラリアからのわずかの民間対外投資は、ほとんどニュージーランド・北米・欧に向

かっている。その理由はこれらの国々が言語・文化・社会システムの上で自国と似ており、取

り引きしやすいことに起因している。オーストラリアの企業規模が世界的標準に比べて小さい
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表２

ExportsandlmportsofGoodsbyCountryatCuncntPriccs

ExportsandhnportsofGoodsbyCategoryatCurrentPrices

Souce:CalculatedfromdatainAustralianEconomicStatistics．
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ため、－企業のみでアジアの言語を収得したり、アジアの商習慣に習熟するのが困難であるか

らだという指摘もある。

以上の簡単な議論から出てくる結論は、オーストラリアはその自国経済の中で一次産業以外

の付加価値の高い、国際競争力を伴ったリーディング産業を育てる必要がある、ということで

あろう。次節でこの店に考察を加えてみる。

(3)オーストラリア経済の将来

３－１リーディング産業

オーストラリアは将来、どのような経済発展の軌跡を描くのだろうか。それはいくつかの道

が考えられる。

第１には現状維持という方向が考えられる｡オーストラリアにはすでに戦後の日本人が夢見

た楽園が形成されている。暖かい気候、おいしい食物、老後の家までも用意される高い水準の

社会保障、残業などのない完全週休二日制。これらは1880年代から1980年代末までの１００年間、

現実化されてきたものである。しかし今後、この環境が、継続しうる保証がないことは本稿で

考察してきた。新聞や社会調査で見る限り、大多数の市民はこの楽園が続くと思いこみたがっ

ているように見うけられる。い]したがって今後、発生すると予想される周辺環境の激変に対抗

する政策は今のところほとんど考えられていない。

第２にはアジア諸国からの移民を少しずつ入れることによって労働力を補強し、単純労働作

業をおこなう階層を形成し、彼らの労働によってオーストラリア人が現在の繁栄を続けていく

という方向が考えられる。1991年12月末まで続いたホーク労働党政権はこの道を狙っていたよ

うである。しかしこれはオーストラリア人自身の進学率の低さとアジア系移民の進学率の高さ、

学力試験における優秀さなどから困難な道であろう。また年々増加する失業率が移民の増加と

つなげて議論される風潮もあり、早晩、移民政策は見直されると予想される｡[5］

第３には強力なリーディング産業を育成して、アジアの中で積極的に生きていく方向が考え

られる。これが最適の道であろうし、オーストラリア経済学界にもいくつかの議論はある。ど

のようなものがリーディング産業として考えられるのだろうか。従来から一次産業はオースト

ラリア経済の中で唯一の国際競争力を持つ産業である。しかし一次産業がリーディング産業で

ある限り、製品輸出国（たとえば日本）との間で貿易におけるイニシアチブを握ることはむず

かしい。というのは製品輸出同は一次産品をいくら高く輸入しようとも、そのコストを必ず製

品価格に反映させるからである。

二次産業はどうだろうか。1970年代から80年代初頭にかけて議論された、鉱物資源を用いた

重化学工業はもはやオーストラリアにとっては遅すぎると思われる。というのはそれらはすで

に成熟産業であるとともに、先進諸国の中に日本や韓国など重化学工業に特化した国があり、

この中に参入していくのはもはや困難であるからである。これ以外にもオーストラリアでは現

在、数々の研究開発を進めている。たとえば環境対策技術であり、水・漁業技術であり、森林

資源開発であり、医薬品・医療技術開発である。しかしここで注意すべき点は、研究開発・技

術開発と産業として育成することとは異なるということである,研究開発した技術を産業とし
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て育成するためには、①企業マインドを持った企業家②開発された技術を市場価値のある製

品に適用しうる能力を持った製造技術者③注文どおりの試作品を作りあげることのできるテ

クニシャン④歩留りよく、安定した品質を作りあげる工員、の４種類の専門家たちを必要と

する。工学系統の学部・学校の少ないオーストラリアにそれを求めうるかどうか議論が必要で

あろう。

三次産業は旅行業（tourismindustry）を除いて輸出できないし、したがって国|祭競争力も

持たない。では、その観光・旅行業はどうだろうか。次にこれを検討してみよう。

３－２観光地オーストラリア

オーストラリア経済にとっての当面の最大の成長産業は観光・旅行業（tourismindustry）

である。ここには特に日本からの投資が集中し、それに伴って不動産投資も増加している。そ

のうち70％はゴールドコーストを持つクイーンズランド州に､23％はシドニーに集中している。

日本人観光客が、石油危機以来一度も回復したことがないといわれるオーストラリア経済の起

死回生の手段になりうるだろうか．

観光客は浮気者である｡観光地宮崎が北海道や沖縄にその地位を奪われ、さらに円高ととも

に台湾・香港・ハワイ旅行が流行し、アメリカ西海岸、東海岸、グァム、サイパンと移動して

オーストラリアに行きついた波をここでいつまでくいとめていられるかどうか予想はむずかし

い。日本人の最大の泣きどころ、言語障害もオーストラリアの観光・旅行業の規模拡大を妨げ

る一因となっている。日本人観光客は日本人の主催するパック旅行に参加し、日本の資本の経

営するホテルに泊まり、日本人の経営するみやげ物屋で日本人店員だけを相手に買物し、オー

ストラリア人とは接触もしないという指摘がなされている。[6]ゴールドコーストの主要観光地

はすでにユダヤ人と日本人とに買い占められ、“ダブルＪの脅威”という言葉も生まれている。

これに加えて前述のオーストラリア経済の悪化による犯罪の発生率の増加も、近い将来、否定

しえない影響を与えるであろうと思われる。

表３

EXPECTEDＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴ１ＮＡＵＳＴＲＡＬＩＡＮＴＯＵＨＩＳＭＩＮＤＵＳＴＲＹＢＹＣＯＵＮＴＲＹＯＦ
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Vblueo/expectedinvestmentintourismCountryofinvestor

１９８６/8７ｏ/ｏ

＄、

1９８７７８８ｏ/ｏ

＄、

１９８８/8９ｏ/ｏ

＄、

ｌａｐａｎ
Ａｓｅａｎ

ＨｏｎｇＫｏｎｇ

ＥＣ(inc.ＵK）
NZ

WOrldother

Australia

３
２
０
７
９
２
６

５
１
２
６
２
６

１
１
１

１

7４ 1３８５

４０

３９２

８１

１３１

１４４

勺0９

６
２
８
４
６
７
５

６
１

３５１６

３９０

０
８

７

２
４
８
１
１

４
０
６
０

８
６
８
７
２
２

２
１
６
５

１５５３１００ 4９９７１００2０９１１００

Source：CalculatedfromdatainForeigmlnvestmentReviewBoardReportsｌ９８７７８８ａｎｄｌ９８８/8９．
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(4)まとめ

では、１０年後、２０年後のオーストラリアはどうなっているのだろうか。現状維持を願う人々

の考えに反してよくも悪くも激変するであろうと考えられる。そのさいに、オーストラリア人

自身がアジアに囲まれて生きていける方策を考えねばならない。そのためには、経済回復の道

は外国に頼らず、みづからの力で生きていけるリーディング産業を作り出すという努力と、地

理的だけでなく精神的にもアジアとともに生きるという道をみつけださねばなるまい。８年間

政権党にいる労働党は、積極的に経済成長策もとらないかわりに人種差別もしないという平等

主義を標傍してきた。1992年末の総選挙に勝利を予想されている保守党は、経済成長策もとる

し、アジア系移民には厳しく臨むという態度をつらぬいてきた。いまはその両方の知恵を必要

とする時期ではないかと思われる。

ユニオンジャックを中心に配置した国旗を独自のものに改正しようというオーストラリアに

とって、かつての栄光ある英連邦の一員であったという夢に生きるのではなく、南半球唯一の

先進国としてアジアのパートナーとして生きる道をみつけねばなるまい。オーストラリアのサ

ンタクロースはトナカイのそりにのって雪道を走ってくるのではなく、Ｔ－シャツを着てサー

フボードに乗って波をけたててくるべきである。

ＮＯＴＥＳ

シェリダン（1985）に詳しい。日本におけるオーストラリア研究は、誤解を恐れずにい

えばかなり皮相的なものもあるが、シェリダンの諸報告はオーストラリアの現状をかなり

正確に伝えている。本稿もかなりの部分をその研究に負っている。

それぞれ野村総合研究所（1990)、小島邊（1981）参照。

アダムス他（1990）参照。少し古いがケイブズ他（1984）も参考になる。

ケリー他（1988）ppl28-l46参照。

現在のキーティング労働党政権はともかくとして、次の選挙で帰り咲きを狙っている

ヒューソン保守党々首は移民政策の見直しと市民権、永住権をよりきつく考える方針

（nloreseriously）をとると言明している。（1992年１月中旬から発生した中国人難民の処

置に際して発表した数々のメッセージより｡）

ビジネスウイーク「LookwhoMatildaiswaltzingwithｎｏｗ」BusinessWeekDecember
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